
（総合的な評価）
　国立試験研究機関の機関評価については、手法及び頻度において適切であり、適正かつ効果的に実施され
ているものと評価できる。
　また、各機関のホームページ等における評価結果やその後の改善状況等の公表については、適正な評価の
実施確保のため重要であり、今後、より効果的・効率的で適切な公表等を積極的に進めていく必要がある。

施策の概要
　各国立試験研究機関において策定された機関評価の実施計画に従い、評価委員会を定期的に開催
し、評価結果を公表することにより、機関評価の適正かつ効果的な実施を確保することを目的とす
る。

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（現状分析（施策の必要性））
　研究開発評価については、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１７年３月２９日内閣総理大臣決
定。以下「大綱的指針」という。）に基づき、各府省が具体的な指針を策定し実施することとされている。厚生労
働省においては、大綱的指針に基づき「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平成１７年８月２５日
厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定。以下「指針」という。）を定め、これに基づいて行うこととされており、
国立試験研究機関を含む研究開発機関の評価についても、指針に基づき行うこととされているところである。
　厚生労働省の科学研究開発においては、行政施策との連携を保ちながら、研究開発活動と一体化して適切
な評価を実施し、その結果を有効に活用して柔軟かつ競争的で開かれた研究開発を推進しつつ、その効率化
を図ることにより、一層優れた研究開発成果を国民、社会へ還元することが求められている。このため、指針に
おいて、各研究開発機関は、機関活動全般を対象とする評価を定期的に実施することとし、その評価は当該機
関の設置目的や研究目的に即して、機関運営と研究開発の実施・推進の両面から行うこととしている。
　国立試験研究機関においては、この指針等に基づき、機関ごとにその機関運営と研究の実施・推進の両面を
対象として、３年に１回を目安として定期的に、外部の専門家により構成される評価委員会による機関評価を実
施し、その結果を厚生科学審議会に提出するとともに、各機関のホームページ等により公表することとしてい
る。
　また、各機関において、評価結果を受け、改善を要する指摘事項に係る対処方針を策定し、厚生労働審議会
に報告し必要な措置を講ずるとともに、これらについても各機関のホームページ等により公表することとしてい
る。
 
【参考】「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（厚生労働省ホームページ）
　　　　http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/dainiki/dl/j-04.pdf

（有効性）
　各機関における評価委員会の開催については、平成１９年度は２機関であるが、平成１４年度以降、すべての
機関について、指針において開催の目安としている３年に１回と同程度の頻度で開催されている。委員は外部
の専門家により構成され、客観性・中立性が保たれた中で、研究、開発、試験、調査及び人材養成等の状況と
成果（これらの厚生労働省の施策又は事業への貢献を含む。）等の評価事項について評価されており、この結
果を反映させることで機関運営の改善に資するものである。したがって、機関評価は有効に機能しているものと
考えている。
　評価結果の公表については、指針においてホームページ等により公表することとしている。ホームページによ
る公表については、評価結果の入手を希望する多数の者が簡便に入手できる点において有効であるが、平成
１９年度における実績はなく、直近５年間で２機関が１回ずつ行うにとどまっている。評価結果については、各機
関の図書館等においても閲覧可能な状態となっており、機関評価の透明性は一定程度は確保されているもの
の、機関評価の透明性を更に高め、より適正な評価とするため、評価結果及び改善の状況のホームページによ
る公表を更に積極的に進めることが必要である。なお、平成２０年度においては、３機関がホームページにより
公表する予定としている。

（効率性）
　評価の実施については、評価の実施体制（概ね１０名程度の当該機関に所属していない専門家により評価委
員会を組織）や評価事項（一定のあらかじめ定められた事項の評価を原則としつつ、研究目的・目標に即して
評価事項を選定）等に係るルールにのっとり実施していることから、客観的な評価を集中的かつ効率的に実施
することができる。また、評価委員会の開催は、指針において３年に１回を目安としているが、国立試験研究機
関における研究はその期間が複数年にわたる研究が多いため、毎年評価を行った場合には、成果等が上がら
ない段階で次の評価を行うこととなることから、３年程度の間隔を置いて評価を行うことが効率的である。した
がって、各機関の評価は、適切な頻度で効率的に行われているといえる。
　評価結果の公表については、ホームページによる場合、各機関の図書館等における閲覧に比べ、評価結果
の入手を希望する多数の者が簡便に入手できる点において効率的であるため、ホームページによる公表を積
極的に進めることが必要である。

平成２０年度実績評価書要旨

政策体系上の位置付け

 国立試験研究機関における機関評価の適正
かつ効果的な実施を確保すること

評価実施時期：平成２０年８月 担当部局名：厚生科学課

基本目標ⅩⅠ
　国民生活の向上に関わる科学技術の振興を図ること
施策目標１－１
　国立試験研究機関における機関評価の適正かつ効果的な
実施を確保すること（ⅩⅠ－１－１）

施策名



施政方針演説等 記載事項（抜粋）

科学技術基本計画

・「研究機関の評価は、機関の設置目的や研究目的・目標に即して、機関運営と研究開発の実施
の面から行う」
・「評価の公正さ、透明性を確保するため、客観性の高い評価指標や外部評価を積極的に活用す
る」

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

年月日

平成13年3月30日

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

（評価結果の分類）

施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 各機関における評価委員会の開催

件数（単位：回） ０ ３ ０ １ ２
（３年間に１回以上／－） 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】

２ 評価結果の公表を行った機関数
（単位：機関） ０ ０ ２ ０ ０
（－） 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２は、大臣官房厚生科学課の調べによる。
・指標１は、各機関（４機関）の評価委員会開催件数の計である。

備考：各年度終了後に各機関の実績を調査する。
、 。・指標２は 評価結果の公表を各機関のホームページにより行った機関数の合計である

【参考 「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針 （厚生労働省ホームページ）】 」
http://mhlw go jp/wp/seisaku/dainiki/dl/j- pdf. . 04.

ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）
評価結果がその後の研究の重点化や実施体制の整備、国際協力の実施、倫理規程の整

備等に反映され、研究開発の効果的な実施に寄与しているため


